
８ 教員の働き方改革の推進 

５年度当初 3,113,170千円  

〔＋４年度２月補正  271,691千円〕 
 

 
 
 
 
 

１ 県立学校の取組                         1,925,955千円  
〔＋４年度２月補正   33,772千円〕 

 ① 業務アシスタントの全校配置 

 教員以外の者でも対応可能な業務を行う「業務アシスタン

ト」を全県立学校へ継続配置するほか、新たに 10校を複数配

置校とする（176人）。 

573,206千円 

（人件費対応） 

 ② 入学者選抜出願システム開発費  

 受検生等の利便性向上及び校務の効率化のため、令和６年度

入学者選抜から県立高校及び市立高校の出願手続や入学検定料

の決済等を電子化する。 

116,909千円 

 ③ 部活動指導員配置事業費  

 県立高校に部活動の顧問として指導等を行う部活動指導員を

配置し、教員の負担軽減を図る（17人 ⇒ 20人）。 
28,071千円 

 ④ 校務パソコン整備費  

 県立学校の常勤教員に、１人につき校務パソコン１台を継続

的に配備する。 
147,416千円 

 ⑤ ＧＩＧＡスクール運営支援センター委託事業費  

 ＩＣＴを活用した教育活動をより円滑に展開するため、ヘル

プデスク等を担う「ＧＩＧＡスクール運営支援センター」を運

営し、県立学校に必要な支援を実施する。 

〔４年度２月補正 

33,772千円〕 

 ⑥ 特別支援学校施設用ネットワーク整備費  

 県立特別支援学校の教員が常駐する施設（ソレイユ川崎等）

に教育委員会ネットワークを敷設し、施設に勤務する教員の業

務の効率化を図る。 

2,103千円 

 ⑦ スクールカウンセラー等の配置拡充（一部再掲）  

 スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配

置を拡充し、相談体制を強化する。また、困難を抱える子ども

を早期に把握し、相談から医療・福祉へとつなぐ「かながわ子

どもサポートドック」を新たに実施する。 

397,462千円 

 〇 その他  

 県立学校勤務時間管理システム事業費など６事業 660,788千円 

 

  

持続可能な学校運営と神奈川の教育の質を高めるために、令和元年10月に策定した

「神奈川の教員の働き方改革に関する指針」に基づき、教員の働き方改革を推進する。 

【基本的な考え方】 

○拡  

○新  

○拡  

○新  

○拡  
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２ 市町村立学校への支援                     1,187,215千円 
〔＋４年度２月補正  237,919千円〕 

 ⑧ 35人以下学級の小学校４年生への拡大 

 市町村立小学校（政令市を除く）４年生において 35人以下

学級を実施する（98人増）。 
人件費対応 

 ⑨ 小学校高学年における教科担任制の推進  

 教育の質の向上を図るとともに教員の働き方改革を進めるた

め、市町村立小学校（政令市を除く）高学年において専門性の

高い教科指導を行う教科担任制を推進する（21人 ⇒ 42人）。 

人件費対応 

 ⑩ スクール・サポート・スタッフの全校配置  

 市町村立学校（政令市を除く）における、教員の負担軽減を

図るため、スクール・サポート・スタッフを継続して配置する

（505人）。 

532,481千円 

（人件費対応） 

 ⑪ 中学校の部活動の地域移行【参考資料 P33】  

 生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができ

る機会を確保するとともに、教員の働き方改革を推進するた

め、部活動の地域移行等に向けた実証事業の実施や担い手とな

る指導者等を登録する広域的な人材バンクの設置を行う。 

36,174千円 
（うち23,790千円はスポーツ

局スポーツ課にて予算計上） 

 ⑫ 部活動指導員配置促進事業費補助※中学校対象  

 中学校における部活動の適正化を進めている市町村（政令市

を除く）に対して、部活動指導員の配置にかかる経費の一部を

補助する（８市町村 25人⇒ ８市町村 39人）。 

16,002千円 

 ⑬ ＧＩＧＡスクール運営支援センター委託事業費  

 「ＧＩＧＡスクール運営支援センター」を運営し、参加する

市町村立学校（政令市を除く）に必要な支援を実施する。 

〔４年度２月補正 

237,919千円〕 

 ⑭ スクールカウンセラー等の配置拡充（一部再掲）  

 スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配

置を拡充し、相談体制を強化する。また、困難を抱える子ども

を早期に把握し、相談から医療・福祉へとつなぐ「かながわ子

どもサポートドック」を新たに実施する。 

493,544千円 

 〇 その他  

 インクルーシブ教育校内支援体制整備事業費など３事業 109,014千円 

（問合せ先）  
【①、その他教員の働き方改革全般】 

教育局行政部教職員企画課       課長 田村 電話 045-210-8130 
【⑧～⑩】教育局行政部教職員人事課       課長 羽鹿 電話 045-210-8133 

 【②】  教育局指導部高校教育課        課長 増田 電話 045-210-8240 
【⑤】  教育局指導部高校教育課高校教育企画室 室長 渡貫 電話 045-210-8370 
【③、⑪（人材バンク以外）、⑫】 

教育局指導部保健体育課        課長 富澤 電話 045-210-8300 
【④、⑥】教育局総務室      ＩＣＴ推進担当課長 星野 電話 045-210-8073 
【⑦】  教育局支援部学校支援課        課長 能條 電話 045-210-8210 
【⑪（人材バンク）】 

 スポーツ局スポーツ課         課長 田中 電話 045-285-0791 

【⑬、⑭】教育局支援部子ども教育支援課     課長 下反
しもぞり

 電話 045-210-8212 

○拡  

○拡  

○拡  

○新  

○拡  

○拡  
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